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中
小
企
業
振
興
施
策
の
実
施
状
況

を
お
知
ら
せ
し
ま
す

予
算
執
行
状
況

中
小
の
企
業
を
応
援

令
和
４
年
度
上
半
期（
４
月
～
９
月
）の

令
和
３
年
度
の 

主
な
中
小
企
業
振
興
施
策

▼
「
産
業
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業
補
助
金
」
に

よ
り
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
改
良
や
Ｅ
Ｃ
サ

イ
ト
へ
の
出
品
な
ど
、
販
路
開
拓
へ
の
取

り
組
み
や
市
内
で
の
創
業
に
対
し
て
資
金

支
援
を
行
い
ま
し
た
。

▼
「
村
上
市
制
度
融
資
」
に
よ
り
必
要
な
資

金
需
要
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、「
信
用
保

証
料
の
補
給
」
に
よ
り
事
業
者
の
借
り
入

れ
に
伴
う
経
費
負
担
の
軽
減
を
図
り
ま
し

た
。

▼「
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
事
業
補
助
金
」に
よ
り
、

市
民
の
生
活
環
境
の
向
上
を
図
る
と
と
も

に
、
地
域
経
済
の
活
性
化
を
図
り
ま
し
た
。

▼
若
年
無
業
者
の
自
立
と
就
職
を
支
援
す
る

た
め
「
下
越
地
域
若
者
サ
ポ
ー
ト
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
へ
の
事
業
委
託
」
や
「
若
者
自
立

支
援
員
の
配
置
」
を
行
い
、
地
元
企
業
へ

の
就
労
に
繋
げ
ま
し
た
。

　

市
で
は
、
村
上
市
中
小
企
業
振
興
基
本
条

例
を
定
め
、
中
小
企
業
に
対
す
る
さ
ま
ざ
ま

な
施
策
を
行
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
令
和

３
年
度
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　
市
の
中
小
企
業
の
状
況

　

市
に
は
、
３
２
８
５
事
業
所
、
２
万
５
０

０
６
人
の
従
業
員
が
働
い
て
い
ま
す
。
こ
の

う
ち
中
小
企
業
の
割
合
は
、
事
業
所
数
で

99
％
、
従
業
員
数
で
91
％
を
占
め
て
お
り
、
市

産
業
の
中
核
を
成
し
て
い
ま
す
。

�

（
平
成
28
年
度
経
済
セ
ン
サ
ス
よ
り
）

　

今
年
の
４
月
か
ら
９
月
ま
で
に
、国
か
ら
の
補
助
金
や
市
税
な
ど
の
市
に
入
っ
た
お
金（
歳

入
）
と
、
保
育
園
の
運
営
経
費
や
道
路
建
設
な
ど
に
支
払
っ
た
金
額
（
歳
出
）
が
ど
の
く
ら

い
あ
っ
た
の
か
、
上
半
期
の
市
の
財
政
事
情
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

産業支援プログラム 
（販路開拓きっかけづくり事業）
市内産業の活性化を図るため、販路開拓、生産性
向上などの取り組みに対し補助
36件、851万円

産業支援プログラム 
（創業応援事業）
創業する際の資金の一部を補助
４件、160万円

企業設置奨励条例による支援 
（新規雇用促進奨励金など）
雇用の増大を目的に、市内に工場などを新・増・
移設する事業者を支援
１事業者、10万円

住宅リフォーム事業補助金 

経済対策および生活環境向上策として実施
328件、5,567万円

村上市制度融資 

中小企業者に必要な事業資金を融資
信用保証料補給金、中小企業振興資
金貸付金、地方産業育成資金貸付金
に６億6,421万円

若年者職業自立支援 

若年無業者の自立、就職支援
職業体験や保護者を含めた総合的な
相談などによる就労支援（就職決定
者数19人）に406万円

令和３年度実施状況

※抜粋を掲載。詳細は市ホームページをご覧ください

■特別会計の執行状況
会計名 予算額 収入済額 支出済額

国民健康保険 54億8,540万円 22億8,900万円 23億7,770万円
後期高齢者医療 8億 270万円 2億4,316万円 2億9,256万円
介護保険 88億8,340万円 43億6,260万円 33億2,996万円
蒲萄スキー場 1億1,480万円 100万円 862万円
情報通信事業 3億2,590万円 5,455万円 1億1,730万円
土地取得 499万円 0円 0円
※�特別会計とは、特定の事業を行う場合に、その事業で得られる収入
を主な財源として、事業に係る経費を支出するため、一般会計とは
別に収支を管理する会計のことです。市では、令和4年度は6つの特
別会計を設置して経理を行っています

■市税の状況
税　目 予算額 収入済額

市民税 24億1,178万円 11億3,897万円

固定資産税 35億3,757万円 22億1,956万円

軽自動車税 2億4,400万円 2億3,194万円

市たばこ税 3億7,731万円 2億1,609万円

入湯税 3,279万円 2,015万円

都市計画税 0円 1万円

市税合計 66億　345万円 38億2,672万円

■一般会計の執行状況（上段：予算額、下段：執行額）

■上水道事業会計の執行状況
名称 予算額 執行額

収益的収入 11億7,826万円 4億8,916万円
収益的支出 10億9,332万円 2億2,227万円
資本的収入 8億9,923万円 76万円
資本的支出 16億1,243万円 2億4,210万円

■簡易水道事業会計の執行状況
名称 予算額 執行額

収益的収入 3億5,262万円 2億　797万円
収益的支出 3億5,262万円 7,577万円
資本的収入 4億8,135万円 1億2,230万円
資本的支出 6億6,260万円 1億1,725万円

■下水道事業会計の執行状況
名称 予算額 執行額

収益的収入 39億1,300万円 20億4,895万円
収益的支出 39億1,300万円 6億2,730万円
資本的収入 47億6,773万円 9億1,660万円
資本的支出 62億3,819万円 16億9,444万円
※�上水道・簡易水道・下水道事業会計は、公営企
業法に基づく会計基準を用いているため、一般
会計などと予算計上の方法が異なります

　歳入の市債、県支出金の収入額が少ないのは、収入が対象事業終了
後になるためであり、対象事業の大半が下半期に終了を予定している
からです。
　9月時点で歳出に比べ歳入が不足している会計は、会計間でやりく
りをして、借り入れに頼らない運営を行っています。

地方交付税

市債

県支出金

市税

国庫支出金

その他

民生費

災害復旧費

土木費

衛生費

農林水産業費

その他

145億4,000万円
96億1,170万円

68億2,760万円

68億2,576万円

66億345万円

51億5,906万円

93億8,303万円

117億3,674万円

104億6,410万円

48億163万円

39億7,422万円
13億245万円

24億6,132万円

36億5,932万円

147億289万円
65億3,747万円

13億5,706万円

34億5,835万円

44億2,287万円

7億7,442万円

38億2,672万円

1億8,264万円

0円

1,014万円


